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競争入札参加資格審査申請に係る標準項目の取りまとめ経緯

Ⅱ １.(2)書面・押印・対面の見直し

No. 事項名 規制改革の内容 実施時期
２ 地方公共団体と事業者の

間の手続のデジタル化
h 総務省は、競争入札参加資格審査申請書について、デジタル化に適した標準様

式を策定するとともに、事業者等の利便性向上を図る等の観点から、各地方公共
団体の状況に応じて電子申請システムへの反映が実施されるよう促す。

h 令和３年度上期措置

１．規制改革実施計画（令和３年６月１８日 閣議決定）（抄）

２．取組経緯

・ 競争入札参加資格審査申請に係る標準書式を導入することに関する地方公共団体の実務上の課題その他の事項を整理・検討
することを目的として、地方公共団体の実務担当者等を構成員として４回（実開催３回、書面開催１回）開催。

・ 国の統一書式を可能な限り採用することを基本的な方針として、標準書式（案）及び記載要領（案）を作成。

① 競争入札参加資格審査申請に関するワーキングチーム（令和元年）

・ 標準書式（案）及び記載要領（案）について、各地方公共団体に提示するとともに、その内容について意見照会を実施。

② 標準書式案の地方公共団体への意見照会（令和２年）

・ 標準書式（案）等について、規制改革推進会議のワーキンググループにおいて議論。

・ 経済団体・関係行政機関等（日本経済団体連合会、新経済連盟、日本商工会議所、経済同友会、株式会社アスコエパートナーズ、内

閣官房情報通信技術（IT）総合戦略室、内閣府規制改革推進室）との意見交換を実施。

③ 規制改革推進会議WG・経済団体との意見交換（令和３年）

・ ワーキンググループの指摘や経済団体及び地方公共団体の意見を踏まえて標準項目を取りまとめ、地方公共団体に周知するととも
に、積極的な活用を要請。

④ 標準項目の取りまとめ・地方公共団体へ通知（令和３年）

１



○ 国の様式に合わせて以下の３通りの標準様式を策定。

２．標準様式等の概要

番号 標準様式の種類 添付書類

① 【建設工事】 標準様式 営業所一覧表、総合評定値通知書の写し、納税証明書、委任状

② 【測量・建設コンサルタント等】 標準様式 営業所一覧表、登記事項証明書、登録証明書等、財務諸表類、
納税証明書、委任状③ 【物品製造 ・ 役務の提供等】 標準様式

その他 競争入札参加資格審査申請書 記載要領

○ 地方公共団体において、必要最低限独自に追加する項目がある場合には、「追加項目等一覧」を策定し公表する。

○ 各地方公共団体における標準様式の項目のシステムへの反映に資するよう、「入力フォーム例」を策定。

競争入札参加資格審査申請に係る標準項目について

○ 規制改革実施計画（令和３年６月１８日閣議決定）を踏まえ、各地方公共団体において活用されることを目的として、地方公共団
体の競争入札参加資格審査申請に係る標準項目を取りまとめ、当該項目を掲げる様式の例を作成。

○ 標準項目を活用することは、事業者の事務負担の軽減に資することはもとより、地方公共団体にとっても、事業者の入札参加を容易なも
のとすることにより最適な事業者の選定に寄与することや、これまで各地方公共団体が自ら対応していた項目等の見直し作業に係る事務負
担が軽減されること等の効果が期待されることから、標準項目等を積極的に活用するよう要請。

○ 併せて、新型コロナウイルス感染症のまん延防止や行政サービスの効率的・効果的な提供の実現等の観点から、競争入札参加資格審査
申請の電子化・オンライン化について検討することや、競争入札参加資格審査申請書に加えて、見積書や請求書等の支出根拠書類の
押印の見直し等にも取り組むことを要請。

１．地方公共団体の競争入札参加資格審査申請に係る標準項目の活用等について(通知)（令和3年10月19日付け総務省通知・要約）
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